

























(D ｢国語審議会の記録｣ 文部省調査普及局国語課 昭27･3
② ｢児童生徒の漢字を書 く能力とその基準｣ 文部省 昭27･4
③ ｢漢字の学年配当 (昭和 27･28年度調査報告)｣ 文部省調査局国語課
昭30･3
④ ｢教育漢字の学年配当 (漢字学習指導実験調査報告)｣ 文部省調査局国語課









戦後の文字改革､漢字改革は､昭和 17年 6月に当時の国語審議会が答申した ｢標準漢
字表｣(常用漢字 1134､準常用漢字 1320､特別漢字 74､計 2528字からなる0)
を､再検討するところから始まる｡こうした作業の着手に先立ち､昭和 20年 11月 27
日の国語審議会第8回総会において､会の幹事長保科孝一は､検討の趣旨について資料 1
のように説明している｡ その内容を敷術 して述べるならば､凡そ以下のようになるであろ
う｡ 社会生活や教育の場で使われる漢字を減 らし､文体を平易化することは､ 日本の民主
的再建にとって欠かせない事柄である｡時あたかも､連合軍側からの文部当局への､新 し




資料 1((9-34) 社会上教育上の立場から漢字は自然に減少 し､文体の平易化は自
然に行われることと思うが､本間題はさらに新日本再建上断行の時は今であり､ 日本の
民主化にとり欠 くべからざる重要事業である｡






















されたような目標､手順に従い､昭和 20年 12月17日より昭和 21年 4月9日までに､
都合 14回の検討が重ねられた｡審議の凡その経過は､以下のようになっている｡
第 1回 有光委員から連合軍総司令部の ｢教科書の用字用語｣ に関する内示につき報
告｡標準漢字表につき逐次検討を加える｡
第 8回 標準漢字の中の ｢常用漢字｣の部の審議を終わる｡
第11回 準常用漢字の検討を終わる｡
第14回 常用漢字 1295字 (内簡易字体 77)を決定｡
標準漢字表再検討に関する漢字主査委員会からの検討結果の報告を受け､昭和 21年 4
月27日の国語審議会第9回総会と5月8日の10回総会において､委員の間で興味深い
やり取 りが交わされた｡資料 3は､文字の選定の仕方 (基準)に関係 した内容のものであ
るが､当時の厳 しい環境の下でも､驚くべきことに､文字や語句についての調査が実施さ
れていたことが判る｡
資料 3 (①-45) 藤村 常用漢字表では現在の新聞 ･雑誌等のひん度を参考にせ ら
れたと思うが､ 1字 1字の文字について詞べたか｡それとも語について考えたか｡













資料 5､ 6は､いずれも常用漢字表と新 しく作 られる教科書で使用される漢字の範囲と
の関わりについて述べられたものである｡
資料 5 (①-50) 有光 初等教科書では本案以内に限定 し､中等教科書の普通教科
は本案に準拠 し､法令用語などは各方面の意見をうけてただちに実行 しうると思 う｡
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が浅い現実の社会の漢字使用の実態との隔たりが大きすぎたことと､ それを埋める決め手
に欠けたことが､第一に上げられる｡常用漢字表選定の目的は､基はと言えば教科書で使




名称も漢字に関する主査委員会と改められ､昭和 21年 6月 4日か ら10月 16日の間
に､合計 23回開催され､最終的に､ 1850字からなる当用漢字表が決定された｡第-






資料 7((9-80) (文部次官からの希望) 山崎次官か ら､国字問題は､急速に方
針をきめなければならないところの教育上の重要問題であるか ら､新 しく作る ｢常
用漢字表｣については敏速な決定を期待するとのあいさつがある｡
(議事)審議の基本方針を討議 した未､この委員会で作る常用漢字表は､ 1295字案
に拘束されず､｢1 義務教育で教える漢字､ 2 社会の現状から実行可能な案｣の
2本建で行 くということに意見が一致する｡
第 2回の委員会では､資料 8に見るように､諸般の事情に基づき､新 しい漢字表の完成
は､ 7月未を目標にすべきことが確認された｡
資料 8 ((彰一81) (決定事項) 1 新 しい漢字表の完成期は､教科書の編修､司
令部その他の方面からの要求 もあるので､ 7月いっぱいを目標とする｡
委員会の審議は当初の予想に反 して､大いに難航 し､ 7月未完成の目標 も､早々に諦め
ざるをえなくなっていた｡教科書の編修に合わせる必要が当面はなくなった時点で､｢社会
の現状から実行可能な案｣の作定に絞 られることになった｡なかみは､社会の現状-の妥







資料 9 (①-83) 漢字表の名は ｢当用漢字表｣ とする｡ なお､ この当用漢字表は､








資料 10 (①-89) 義務教育用漢字の選定については､別に主査委員会を作って行っっ
てもらうこと｡ただし､今月中 1､ 2回教育漢字の選定について協議を行い､ それに




昭和 21年 10月から翌年の8月までの 10月をかけて､選定の作業がなされた｡委員会
の冒頭､国語審議会幹事長の保科孝一は､義務教育用漢字選定の意図と方針について述べ
た.資料 11は､その一部である.仮称ではあるが､｢国民漢字｣という呼称が用いられた





思われる｡ また､意図と方針の4項目目にある､国民漢字の数 1000字内外と言 うのも､
彼なりの根拠を持っものであろう｡








資料 12は､委員会の審議のほぼ中間の時点に当たる､昭和 22年 3月 20日の会で決
定 した審議方針の一部である｡ これによると､義務教育の期間中 (この年の4月か ら､ 9
年に延長される｡)に､読み書きがともに出来るように教えられるべき漢字を､前期 6年用





資料 12 ((9-106) 第 3三読会における審議方針
1 義務教育後期3年の間において ｢読み書き｣ともにできるように教えるべき漢字を
選定する｡
2 前項の審議過程において､義務教育前期6年用漢字 (第 2読会終了のもの)を更に
精選する｡
3 結局､前期用のための第3読会であり､同時に後期用のための第 1読会であるとい
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うこととなる｡

















資料 14は､教育漢字表案の選定方針について述べられたものの一部である0 2項 目目
の(1)の中のカッコ書きを見ると､各文字の初習の時点ではなく､読み書きの完成が目指さ
れる段階の別で､義務教育前期 6年用と後期 3年用とに分け､ それぞれの文字を割 り振 る
という行き方に迷いが生 じていることが判る｡また､同じ項 目の(10)の同 じくカッコ書 きか
らは､当用漢字が妥協の産物となったという悔恨と､同じ反省は繰 り返すまいとの覚悟が
伺えるようか気がする｡




2 そのうち､とくに ｢かきとり｣の材料とする字を狭義の教育用漢字 として､大体次
のような字をえらんだ｡













の､全体の文字数は､ 150字近 く減って､前期用 733字､後期用 232字､合計 10
15字となり､委員会の出発時の方針にあった 1000字の線に近づいた｡最終の段階に
なると､ 2本建も終に改められて一本化 し､全体の文字数 も更に 120字はど減 って 88




資料 15 (①-122) 漢字の別表は､申すまでもなく義務教育 9年間の学習を目標
としてえらばれたものであります｡目標をそこにおさましたので､学習者の知能の
程度と学習の期間が､選定に対する厳 しい制約となってまいりました｡負担の過重を






字の教育漢字に関する書く能力の調査を実施 し､更にその結果を基に､ これ らの漢字を国
語教科書にどのように配当するのがよいか検討 した｡所謂 ｢文部省初等中等局示唆案｣作







10校､中学校 11校の7708名を対象として､ 2月末か ら3月始めにかけて実施され
た｡各学年及び男女の数がなるべく等 しくなるようにとの配慮は伺えるが､学年間には､
ばらつきも生 じている｡ 調査問題の内容及び形式は､凡そ資料 16のようになっている｡



















18は､資料 17の表に基ずく分析と考察の一部である｡ その 1項目目では､最終の中学
3年の正答率の低いことが話題となっている｡これらの生徒は､第二次大戦の始まった昭
和 16年に小学校に入学 し､その後､小中の9年間の全てを戦争と敗戦後の混乱の中で過
ごした世代である｡ 書 く能力を云々する前に､こうした力 しか付けえなかった学習内容や
環境のことを､まずは問題にすべきところではある｡ 3項目目には､その前の学年に比べ
正解率の増加の幅が目立って大きい学年と､逆に小さい学年のことが取り上げられている｡
資料 17 (②-28) 正 しく書かれた漢字の数の算術平均
学 年 Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ
(a) 字数 (算術平均) 27 91 173 216 325 470 571 611 721
(b)aの学年増加 27 64 82 43 109 145 101 40 110
(C)881をlOOとみればaは 3.1 10.3 19.6 24.5 36.9 53.3 64.8 69.4 81.9



















(6) 幾年 も前の学年から出ている漢字は覚えやすい｡ しかし､高学年になると､ こうい
う漢字の習得率が低 くなるようである｡抵抗の少ない漢字が早 く習得 されて､抵抗の
大きい覚えにくい漢字が残されるからであろう｡
(7) ある学年の新出漢字の数が多すぎると､その学年の全体の漢字の習得 もさまたげる







(12) 90パーセント以上の児童生徒が正 しく書 く漢字には､国語の教科書に 100回前
後出ている字が多い｡国語の教科書に100以上出ている漢字の正答率は､ 90パー









資料 18の分析と考察の(3)の､ 5､ 6年に関係 した部分の理由の説明に当たる内容となっ
ている｡(7)には､新出文字の数が一定の限度を越えると､その学年全体の習得を下げるば
かりでなく､次年度以降の漢字習得全体に悪影響を及ぼすことが述べ られている. (10)か ら
(12)にかけては､字画の多少や提出回数の多少が､文字の習得率にどのように影響するかが
述べられている｡l提出回数が習得率に関係することは､調査を待たず或 る程度は予想でき






れて､新 しく出す文字の数を増やしたことである｡ 資料 20は､当時使用されていた教科
書と示唆案の､教育漢字の配当の仕方の違いを見る為のものである｡ 3年次までは､両者
はほぼ等 しく､ 4年次以降は大いにことなる｡ 示唆案は､ 4年次以降に残 された数を平均
し､ 5年次にその数を振 り､前後30字ずっの差を設けたものであり､かなり大雑把な配
当の仕方と見 られなくもない｡
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資料 20 ((参-89)
学 年教 科書 Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 計
初等科国語 (国民学校時代) 129 276 242 228 234 193 1,302
昭和22年度使用使用教科書 (文部省著作と民間著作) 50 131 187. 85 106 96 655
881字全てを小学校の国語教科書に出すべきだと考えた理由については､資料 21の
ように説明されている｡
資料 21((塾-90) 881字を小学校の国語の教科書に出して しまっても､ この全
部の漢字を､小学校で覚えてしまうことは､もとよりできない｡ しか し､ 881字を





資料 22 ((卦-91) 小学校の第3学年で､新 しく出た漢字が､ 187字あったため
に､第 4学年の漢字の習得を妨げたと思えること､さらに､ この影響は第 5学年にも
およんでいると思えることは前に述べた｡そうとすれば､小学校の中学年の新出漢字
を多くするようなことは､避けるのがいいと思う｡





























資料 24 (③-4) 漢字学習指導研究会では､試案としては読み書 き 1本の ものを作
成するが､最後には読み書きを別にした2本たての配当表の形にまとまることがいち
おう望ましいとされた｡ しかしながら､ この考え方は抽象的には当然でもあり､ また
可能であるとしても､具体的に881字の漢字全体について､ そうした分析がどの程
度までゆるされるものであるかについての資料は､現在まだ じゅうぶんに整 っている
とはいえない｡ したがって､学習漢字学年別配当試案 も､ しいてそれが将来 2本だて
の表に分割されるべきものだというような予想を含むことなしに作成されたのである｡
(2)配当試案作成の基準









(1) 初期には､ 1語 1字のものを多 く出す｡(2)初期には､学習基本語に関するもの
を多 く出す｡(3) 熟字になるものは､なるべくまとめて出す｡ (4) 他教科の学習に必
要な漢字は､その教科の進度を考えて出す｡
C 配当数
(1) 心身の発達度に応 じた学習能力の限度によって決める｡(2)教育計画全体か らみ
て決める｡
(3) 配当試案作成の手順
配当試案の作成は､第 1次案の後､ 2回の修正を経て､最終試案 とした｡第 1次案は､
資料 26にみるような8種類の数値を決定するところから始められた｡
資料 26 ① 検定国語教科書 12種における初出学年の平均を 1字 ごとに求めた｡ 1
度 も出てこないものは､第 7学年初出とした｡
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② 代表的な漢字配当案 11種における漢字の配当学年の平均を 1字 ごとに求めた｡配
案には､先の初等中等局の示唆案も含まれている｡
③ 字画構成および画数の上から教育漢字の全部の提出順位を7段にわけた｡
④ 教育漢字の社会的な使用順位の平均を代表的な資料 6種によってもとめ､ これを 6
段階に分けた｡
⑤ ④のうちの､新聞における教育漢字の使用度の平均を求めて6段に分けた｡
⑥ 児童の作文における教育漢字の使用度の平均を､ 2種頬の資料 (いずれ も､新潟県
下の小学 6年生のもの)によって求めた｡
⑦ 教育漢字各字の読みの難易順を､ 11種のテス ト成績の重ね合わせによって求め､
これを5段階に分けた｡ テス トは､ 26年か ら27年にかけて､ 9つの県の小学生
(主に､ 6年生)と中学生､ 22938名を対象に実施された｡
⑧ 教育漢字の各字の書きの難易順を､同様にして求めた｡書 きに関するテス トは､ 6




この際､ 1､ 2の新 しい資料を参考に加え､また､先の ｢配当試案作成の基準｣ による吟
味を行った｡
次に､第 1次配当試案の各字の配当学年を､先の資料 26のG)(参(診⑧で用いた資料 と､





出漢字 ･読み替え漢字の表を作り､熟語の関係を考えなが ら､第 2次案を若干修正 し
て第 3次案 (最終試案)を作成 した｡ こうしてできた各学年の配当字数は､下記のと
おりである｡
(学年) (教科書平均) (各種案平均) (第 1次試案) (最終試案)
1 40 43 40 40
2 101 108 111 110
3
4






















漢字学習指導研究会は､昭和 27年 9月から29年 2月にかけて､実験学級ないし実験
学校に､｢実験学級漢字の学習指導について｣を手引きに､学習漢字学年別配当試案に基ず
く実験指導を行うよう依頼 した｡併せて､各学級､学校で､ 4月には事前テス トを (27
山本建堆 :漢字漢語の指導の研究 29
年度は､ 9月に)､ 1月または2月には､終末テストを､それぞれの学年の配当漢字全てに
ついて (27年 9月は､若干の文字についてのみ)実施 した｡実験指導の対象 となったの
は､ 27年度は､都内の 12校 12学級､ 28年度 は､東京近県の､ 3県下の 12学級
(各学年学級ずつ)と委員の学校 4校 6学級 (各学年 11学級)で､ 29年度は更に､全国
を6ブロックに分け､ 6つの県から､各県 1校ずつの実験学校を選定 し､全校児童を実験
調査の対象とした｡年次を追って､地域､規模ともに拡大 している｡ テス ト問題の内容､
作成の方法､並びに実施の方法は､凡そ資料 28のようになっている｡
資料 28 (④-13) テス トは､事前テス トで 1年生に書 きのテス トを課 さなか った
ほか､問題の内容および実施の方法について､事前テス トと終末テス トとの間に大差
はない｡テス ト問題は､昭和 27年度の実験学級の各学年 2名ずつの学級担任か ら提
出された案を基礎にして国語課で作成 し､これを昭和 27年度の終末テス トに適用 し




漢字学習指導研究会は､実験指導とテス トの結果を基に ｢学習漢字学年別配当試案｣ を
修正するに先立ち､資料 29のように慎重な態度で検討を進めるべきことを確認 した｡








イ 終末テス トの成績順位が､読み書きともに3か年とも､ その学年の配当漢字のうち
で上位または下位の1/3にある｡
り 終末テス トの3か年の通計成績順位が､読みないし書 きで､ その学年の配当漢字の
うちで上位または下位1/10にある｡
エ 28､ 29年度の終末テス トの成績順位が､読みあるいは書 きでその学年の配当漢
字のうちで上位または下位1/3にある校数が､ 10校中の6校以上ある｡
















これに対 して､資料 30にみるように､方針については適当である､但 し､運用は弾力的
かつ慎重にするようにとの､答申があった｡
資料 30 小学校において教育漢字 (当用漢字別表)を学年別に配当する方針をとるこ
とは適当である｡ ただし､この学年配当は､なお研究を要するものであり､国語科を
はじめとして全教科の学習指導上ならびに教科書編集上に影響するところがおおきい
から､ある程度の幅をもたせるなど､その取扱いは慎重を要する0
